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個々の事実・状況の関連する 基準へのあてはめ

ケース

暗号通貨の保有者の会計処理

社は、国際財務報告基準（ ）に準拠した財務諸表を作成しており、期末時点で暗号

通貨を保有している。

当該暗号通貨は、限られた一部の店舗等での財又はサービスの支払いに使用することが

できるものの、広く普遍的な財又はサービスの交換の媒体としては使用されていない。

当該暗号通貨は以下の性質を有しており、より広い定義である暗号資産に属する暗号トー

クン等は含まれない。

暗号通貨は、分散台帳に記録され、セキュリティーのために暗号を使用するデジタ

ル又は仮想の通貨である。

暗号通貨は、国家機関やその他の者が発行するものではない。

暗号通貨の保有は、保有者と他の者との間の契約を生じさせない。

ディスカッション

企業がブローカー／トレーダーとして、短期的な売買を通じた利益を得るために通常の

事業の過程において販売する目的で当該暗号通貨を保有している場合、現行 上いずれ

の処理が適切と考えるか。また、そう考える理由は何か。

① 金融資産として計上

② 無形資産として計上

③ 棚卸資産として計上

ディスカッション

仮に企業が当該暗号通貨を通常の事業の過程において販売する目的で保有しておらず、

長期的な価格の上昇を目的とした投機目的で保有している場合、 上いずれの処理が適

切と考えるか。また、そう考える理由は何か 。

① 金融資産として計上

② 無形資産として計上

③ 棚卸資産として計上
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ケース

クラウド・コンピューティング契約における顧客のアクセス権

社は、 社が提供するクラウド上の会計ソフトに 年間アクセスし、それを利用する権

利を得る契約を 社と締結した。 社はその対価として、利用料 百万円（総額）を当

該契約期間にわたって分割で支払う。

社の会計ソフトは、 社が管理し支配しているクラウド基盤の上で作動する。 社は、

インターネッ ト又は専用回線を通じて必要に応じてソフトウェアにアクセスする。

契約は、関連する資産に対するいかなる権利も 社に獲得させず、契約期間にわたり 社

に 社の会計アプリケーション・ソフトウェアへアクセスする権利のみを与える。

ディスカッション

社が支払う利用料の会計処理として、以下のうち 上いずれの処理が適切と考える

か。また、そう考える理由は何か 。

 
① リース契約として識別し、利用料総額の割引現在価値に基づき、契約開始時に使用

権資産とリース負債を計上する。

② サービス契約として識別し、利用料総額を契約期間にわたって費用計上する。

③ 無形資産の取得として識別し、利用料総額の割引現在価値に基づき、契約開始時に

無形資産と未払金を計上する。
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個々の事実・状況の関連する 基準へのあてはめ

ケース

暗号通貨の保有者の会計処理

社は、国際財務報告基準（ ）に準拠した財務諸表を作成しており、期末時点で暗号

通貨を保有している。

当該暗号通貨は、限られた一部の店舗等での財又はサービスの支払いに使用することが

できるものの、広く普遍的な財又はサービスの交換の媒体としては使用されていない。

当該暗号通貨は以下の性質を有しており、より広い定義である暗号資産に属する暗号トー

クン等は含まれない。

暗号通貨は、分散台帳に記録され、セキュリティーのために暗号を使用するデジタ

ル又は仮想の通貨である。

暗号通貨は、国家機関やその他の者が発行するものではない。

暗号通貨の保有は、保有者と他の者との間の契約を生じさせない。

ディスカッション

企業がブローカー／トレーダーとして、短期的な売買を通じた利益を得るために通常の

事業の過程において販売する目的で当該暗号通貨を保有している場合、現行 上いずれ

の処理が適切と考えるか。また、そう考える理由は何か。

① 金融資産として計上

② 無形資産として計上

③ 棚卸資産として計上

ディスカッション

仮に企業が当該暗号通貨を通常の事業の過程において販売する目的で保有しておらず、

長期的な価格の上昇を目的とした投機目的で保有している場合、 上いずれの処理が適

切と考えるか。また、そう考える理由は何か 。

① 金融資産として計上

② 無形資産として計上

③ 棚卸資産として計上
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ケース

クラウド・コンピューティング契約におけるコンフィギュレーション又はカスタマゼー

ション・コスト

事実関係はケース と同様とする。すなわち、 社は 社とクラウド・コンピューティン

グ契約（契約期間： 年）を締結し、 社のアプリケーション・ソフトウェアに対するアク

セスを契約期間にわたり受け取る権利を得る（いわゆる 契約）。したがって、 社は当

該 契約を会計上はサービス契約として識別し、利用料総額を契約期間にわたって費用

計上する。

上記事実関係に加え、 社は、当該 契約に基づき 社のアプリケーション・ソフト

ウェアにアクセスし、意図した業務を実行するためだけの目的で（すなわち他の用途には使

用できない）、 社が支配する基礎となるソフトウェアに対してコンフィギュレーション（注

１）とカスタマイゼーション（注２）を自らの負担で行う。

（注１）コンフィギュレーション：ソフトウェアの既存のコードを特定の方法で機能する

ようにセットアップするため、アプリケーション・ソフトウェア内部にさまざまな

「フラグ」若しくは「スイッチ」を設定し、又は値若しくはパラメータを定義する

作業等

（注 ）カスタマイゼーション：アプリケーションの中のソフトウェアのコード修正又は

追加コード作成を伴うものであり、カスタマイゼーションは、一般的にソフトウェ

ア内部の機能変更又は追加機能の開発作業に該当する。

社は、 契約の開始に先立ち、当該コンフィギュレーション及びカスタマイゼーショ

ン作業を第三者である 社に依頼して、その履行を受けた時点で対価の全額を支払った。

ディスカッション

社が第三者である 社に支払うコンフィギュレーション及びカスタマイゼーションに

要するコストは、無形資産としていったん計上すべきか、それとも無形資産の認識要件は満

たさず費用処理すべきか。また、そう考える理由は何か。

ディスカッション

社が第三者である 社に支払うコンフィギュレーション及びカスタマイゼーションに

要するコストは、いつの時点で費用として認識すべきか。ディスカッション で選択した

処理（資産としていったん計上する、又は、無形資産の認識要件は満たさず費用処理する）

を前提として考えてください。また、そう考える理由は何か。
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ディスカッション

仮に 社がコンフィギュレーション及びカスタマイゼーション作業を第三者である 社

ではなく、 契約のプロバイダーである 社にそれも依頼した場合には、ディスカッシ

ョン 及び で選択したあなたの考えは変化しますか。変化する場合にはどのように

変化しますか。変化しないと考える場合を含め、そう考える理由は何か。

 
以 上 
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ケース

クラウド・コンピューティング契約におけるコンフィギュレーション又はカスタマゼー

ション・コスト

事実関係はケース と同様とする。すなわち、 社は 社とクラウド・コンピューティン

グ契約（契約期間： 年）を締結し、 社のアプリケーション・ソフトウェアに対するアク

セスを契約期間にわたり受け取る権利を得る（いわゆる 契約）。したがって、 社は当

該 契約を会計上はサービス契約として識別し、利用料総額を契約期間にわたって費用

計上する。

上記事実関係に加え、 社は、当該 契約に基づき 社のアプリケーション・ソフト

ウェアにアクセスし、意図した業務を実行するためだけの目的で（すなわち他の用途には使

用できない）、 社が支配する基礎となるソフトウェアに対してコンフィギュレーション（注

１）とカスタマイゼーション（注２）を自らの負担で行う。

（注１）コンフィギュレーション：ソフトウェアの既存のコードを特定の方法で機能する

ようにセットアップするため、アプリケーション・ソフトウェア内部にさまざまな

「フラグ」若しくは「スイッチ」を設定し、又は値若しくはパラメータを定義する

作業等

（注 ）カスタマイゼーション：アプリケーションの中のソフトウェアのコード修正又は

追加コード作成を伴うものであり、カスタマイゼーションは、一般的にソフトウェ

ア内部の機能変更又は追加機能の開発作業に該当する。

社は、 契約の開始に先立ち、当該コンフィギュレーション及びカスタマイゼーショ

ン作業を第三者である 社に依頼して、その履行を受けた時点で対価の全額を支払った。

ディスカッション

社が第三者である 社に支払うコンフィギュレーション及びカスタマイゼーションに

要するコストは、無形資産としていったん計上すべきか、それとも無形資産の認識要件は満

たさず費用処理すべきか。また、そう考える理由は何か。

ディスカッション

社が第三者である 社に支払うコンフィギュレーション及びカスタマイゼーションに

要するコストは、いつの時点で費用として認識すべきか。ディスカッション で選択した

処理（資産としていったん計上する、又は、無形資産の認識要件は満たさず費用処理する）

を前提として考えてください。また、そう考える理由は何か。
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